
被 相 続 人  

 この計算明細書は、特例の対象として小規模宅地等を選択する一の宅地等（注）が配偶者居住権の目的となっている建物の敷地の用に供される宅地等（以

下「居住建物の敷地の用に供される土地」といいます。）又はその宅地等を配偶者居住権に基づき使用する権利（以下「配偶者居住権に基づく敷地利用権」

といいます。）の全部又は一部である場合に作成します。

 

なお、この計算明細書の書きかた等については、裏面をご覧ください。
  

（注） 一の宅地等とは、一棟の建物又は構築物の敷地をいいます。ただし、マンションなどの区分所有建物の場合には、区分所有された建物の部分に係る敷地をいいます。 
 
 

1 一の宅地等の所在地、面積及び評価額 

宅地等の所在地  ①宅地等の面積 ㎡  

 ）㎡（積面 分区用利の等地宅るけおに前直の始開続相
評価額（円） 

配偶者居住権に基づく敷地利用権 居住建物の敷地の用に供される土地 

Ａ  ①のうち被相続人等の事業の用に供されていた宅地等 
（Ｂ、Ｃ及びＤに該当するものを除きます。） ②  ⑧ 

⑫

 

Ｂ  ①のうち特定同族会社の事業（貸付事業を除きます。）の用に供されていた宅地等 ③   

⑬

 

Ｃ  ①のうち被相続人等の貸付事業の用に供されていた宅地等 
（相続開始の時において継続的に貸付事業の用に供されていると認められる部分の敷地）

④  

⑭ 

Ｄ  ①のうち被相続人等の貸付事業の用に供されていた宅地等 
（Ｃに該当する部分以外の部分の敷地） ⑤  

⑨ ⑮ 

Ｅ  ①のうち被相続人等の居住の用に供されていた宅地等 ⑥  

⑩

 

⑯ 

Ｆ  ①のうちＡからＥの宅地等に該当しない宅地等 ⑦  

⑪

 

⑰

⑱

⑲

 

 
 

2 一の宅地等の取得者ごとの面積及び評価額 

 ）2－1（等地宅いならなと象対の例特 3 等地宅象対例特択選ちうの等地宅の記左 2 等地宅たじ応に分区用利 1 

面積（㎡） 　　　　　　　評価額（円）　　 　　面積（㎡） 　　　　　評価額（円）　　　　　　 面積（㎡） 　　　　　評価額（円） 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

②× ⑧

⑨

⑪

⑩

⑫

⑬

⑧

⑧＋⑭
 

Ｄ ⑤×
⑪

⑪＋⑰
 

Ｅ ⑥×
⑫

⑫＋⑱
 

Ｆ ⑦×
⑬

⑬＋⑲
 

  ／ 合割分持⑳  名氏者得取の地土るれさ供に用の地敷の物建住居 ⅱ

 ）2－1（等地宅いならなと象対の例特 3 等地宅象対例特択選ちうの等地宅の記左 2 等地宅たじ応に分持 1 

面積（㎡）　　　　　　　評価額（円）　　　　　 面積（㎡）　　　　　 評価額（円） 　　　　　面積（㎡） 　　　　　評価額（円） 

Ａ ⑭×⑳     

Ｂ 

⑮×⑳ 

Ｃ  ⑯×⑳ 

Ｄ ⑰×⑳ 

Ｅ ⑱×⑳ 

Ｆ ⑲×⑳ 

  ／ 合割分持㉑  名氏者得取の地土るれさ供に用の地敷の物建住居 ⅲ

 ）2－1（等地宅いならなと象対の例特 3 等地宅象対例特択選ちうの等地宅の記左 2 等地宅たじ応に分持 1 

面積（㎡） 　　　　　　　評価額（円）　　　　　面積（㎡）　　　　　 評価額（円） 　　　　　面積（㎡） 　　　　　 評価額（円） 

Ａ ⑭×㉑ 

Ｂ 

⑮×㉑ 

⑯×㉑ 

Ｄ 

Ｃ

⑰×㉑ 

Ｅ ⑱×㉑ 

Ｆ ⑲×㉑ 

第 11・11 の 2 表の付表 1（別表 1の 2）（令 7.7） （資 4－20－12－3－9－Ａ4 統一） 

１の２

（１次相続の場合は０としてください。）

（１次相続の場合は０としてください。）

③×
⑨

⑨＋⑮
 

④×
⑩

⑩＋⑯
 

②×
⑭

⑧＋⑭
×⑳ 

③×
⑮

⑨＋⑮
×⑳ 

④×
⑯

⑩＋⑯
×⑳ 

⑤×
⑰

⑪＋⑰
×⑳ 

⑥×
⑱

⑫＋⑱
×⑳ 

⑦×
⑲

⑬＋⑲
×⑳ 

②×
⑭

⑧＋⑭
×㉑ 

③×
⑮

⑨＋⑮
×㉑ 

④×
⑯

⑩＋⑯
×㉑ 

⑤×
⑰

⑪＋⑰
×㉑ 

⑥×
⑱

⑫＋⑱
×㉑ 

⑦×
⑲

⑬＋⑲
×㉑ 

ⅰ 配偶者居住権に基づく敷地利用権の取得者氏名

（
令
和
6
年
1
月
分
以
降
用
）

（
別
表
１
の
２
）



 
書 き か た 等

 

１ 「１ 一の宅地等の所在地、面積及び評価額」欄 

⑴ 一の宅地等について、宅地等の「所在地」、「面積」並びに相続開始の直前における宅地等の利用区分に応じて「面積」及び配偶者居住権に基づく敷地利用権と居

住建物の敷地の用に供される土地の「評価額」を記入します。 

⑵ 「①宅地等の面積」欄は、一の宅地等が持分である場合には、持分に応ずる面積を記入してください。 

 

２ 「２ 一の宅地等の取得者ごとの面積及び評価額 」欄 

「１ 一の宅地等の所在地、面積及び評価額」欄のＡからＦまでの宅地等の「面積」及び「評価額」を、宅地等の取得者ごとに記入します。 

なお、配偶者居住権に基づく敷地利用権を取得した人の欄（ⅰ）と居住建物の敷地の用に供される土地を取得した人の欄（ⅱ、ⅲ）で記載方法が異なります。それ

ぞれの記載方法は、次のとおりです。 

⑴ 配偶者居住権に基づく敷地利用権を取得した人の欄（ⅰ） 

① 「２ 左記の宅地等のうち選択特例対象宅地等」は、「 １ 利用区分に応じた宅地等」に記入した「面積」及び「評価額」のうち、特例の対象として選択する

部分を記入します。 

「２ 左記の宅地等のうち選択特例対象宅地等」に記入した宅地等の「面積」及び「評価額」は、「申告書第 11・11 の２表の付表 １」の「２ 小規模宅地等の

明細」の「③取得者の持分に応ずる宅地等の面積」欄及び「④取得者の持分に応ずる宅地等の価額」欄に転記します。 

② 「３ 特例の対象とならない宅地等（１－２）」には、「１  利用区分に応じた宅地等」のうち「 ２  左記の宅地等のうち選択特例対象宅地等」欄に記入した以

外の宅地等について記入します。この欄に記入した「面積」及び「評価額」は、申告書第 11 表の付表 １に転記します。 

⑵ 居住建物の敷地の用に供される土地を取得した人の欄（ⅱ、ⅲ） 

① 「持分割合」欄は、宅地等の取得者が相続又は遺贈により取得した持分割合を記入します。一の宅地等を１人で取得した場合には、「１／１」と記入します。 

② 「１  持分に応じた宅地等」は、「１　一の宅地等の所在地、面積及び評価額」欄のＡからＦまでに記入した一の宅地等の「面積」及び「評価額」を「持分割

合」を用いてあん分して計算した「面積」及び「評価額」を記入します。 

③ 「２  左記の宅地等のうち選択特例対象宅地等」は、「 １  持分に応じた宅地等」に記入した「面積」及び「評価額」のうち、特例の対象として選択する部分

を記入します。なお、Ｂの宅地等の場合は、上段に「特定同族会社事業用宅地等」として選択する部分の、下段に「貸付事業用宅地等」として選択する部分の「面

積」及び「評価額」をそれぞれ記入します。 

「 ２  左記の宅地等のうち選択特例対象宅地等」に記入した宅地等の「面積」及び「評価額」は、「申告書第 11・11の２表の付表１」の「２ 小規模宅地等の

明細」の「③取得者の持分に応ずる宅地等の面積」欄及び「④取得者の持分に応ずる宅地等の価額」欄に転記します。 

④ 「 ３ 特例の対象とならない宅地等（１－２）」には、「１  持分に応じた宅地等」のうち「２  左記の宅地等のうち選択特例対象宅地等」欄に記入した以外

の宅地等について記入します。この欄に記入した「面積」及び「評価額」は、申告書第 11 表の付表 １に転記します。 

 

 

⑶　⑨欄及び⑩欄は、１次相続（配偶者居住権の設定に係る相続をいいます。以下同じです。）の場合には原則として「０」と記入してください。

③　１次相続の場合には、Ｂ及びＣの各欄への記入は不要です。

　　　　　　　　　なお、Ｂの宅地等の場合は、上段に「特定同族会社事業用宅地等」として選択する部分の、下段に「貸付事業用宅地等」として選択する部分

の「面積」及び「評価額」をそれぞれ記入します。 


